
所得税の確定申告の手引き所得税の確定申告の手引き所得税の確定申告の手引き

～確定申告書 A～

　この手引きでは、一般的な事項について説明しています。

　インターネットの国税庁ホームページ【http://www.nta.go.jp】では、確定申告に関する情報やタックスアンサー

【http://www.taxanser.nta.go.jp】に関する情報等を提供しています。

　タックスアンサーは税金に関する疑問について、コンピュータが電話音声・ファクシミリ・インターネットでお答

えしますのでご利用ください。電話音声・ファクシミリのタックスアンサーをご利用の際に必要な「タックスアン

サーコード表」は、税務署や市区町村の窓口に用意してあります。

　申告や納税についてお分かりにならない点がありましたら、最寄りの税務署（所得税担当）や税務相談室にお

たずねください。
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所 得 税 の 仕 組 み
所得税は、個人の所得に対してかかる税金で、その方の１年間のすべての所得から「所得から差し引か

れる金額」を差し引いた残りの「課税される所得金額」に税率を適用して税額を計算します。

所得が１種類のみで納める税金が発生する場合の計算の流れは、次のようになります。

「収入金額」には、次のよ
うなものがあります。
○　給与所得者の場合には、

給料など
○　国民年金法などに基づき

支払いを受けた年金
○　生命保険契約等に基づき

支払いを受けた一時金

「収入から差し引かれる金額」には、
次のようなものがあります。
○　給与所得控除　など

「所得から差し引かれる金額」には、
次のようなものがあります。
○　社会保険料控除　○　医療費控除
○　老年者控除　　　○　扶養控除
○　基礎控除　など

「税金から差し引かれる金額」には、
次のようなものがあります。
○　配当控除
○　住宅借入金（取得）等特別控除
○　定率減税額　　○　源泉徴収税額　など

所　得　金　額

収
　
入
　
金
　
額

収入から差し引かれる金額

課税される所得金額

課税される所得金額

所
　
得
　
金
　
額

所得から差し引かれる金額

申告納税額

所  

得  

税  

額

税金から差し引かれる金額

×税率・・・「課税される所得金額」に応じた税率を乗じます。
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あ ら ま し
所 得 の 種 類

所得から差し引かれる金額（所得控除）

種　　　　類 あ　　　ら　　　ま　　　し　　　　　　 説　明

配 当 控 除 配当所得がある場合 25ページ

住宅借入金（取得）
家屋を住宅借入金等で新築、購入又は増改築等をした場合

等 特 別 控 除

政 党 等 寄 付 金
特定の政治献金のうち政党や政治資金団体に対するものがある場合

26ページ

特 別 控 除

定 率 減 税 額 定率減税前の所得税額の20％と25万円のいずれか少ない方の金額 27ページ

源 泉 徴 収 税 額 給与や年金などから差し引かれた所得税額がある場合 28ページ

税金から差し引かれる金額 （主なもの）

種　　　　類 あ　　　ら　　　ま　　　し　　　　　　 説　明

給　　　　与 俸給や給料、賃金、賞与、歳費などによる所得 14ページ

雑
公的年金等 国民年金や厚生年金、公務員の共済年金などの公的年金等の所得

15ページ
そ　の　他 原稿料や講演料など他の所得に当てはまらない所得

配　　　　当 法人から受ける利益の配当などによる所得
16ページ

一　　　　時 賞金や懸賞当せん金、生命保険契約等に基づく一時金などの所得

種　　　　類 あ　　 ら　　　ま し　　　　　　 説　明

社会保険料控除 国民健康保険料や国民年金保険料などの社会保険料の支払いがある場合

小規模企業共済 小規模企業共済法の共済契約に係る掛金、確定拠出年金法の個人型年
17ページ等 掛 金 控 除 金加入者掛金、心身障害者扶養共済制度に係る掛金の支払いがある場合

生命保険料控除 生命保険料や個人年金保険料の支払いがある場合

損害保険料控除 火災保険料や傷害保険料の支払いがある場合
18ページ

老 年 者 控 除 65歳以上で、合計所得金額が 1,000万円以下の場合

寡 婦 、寡 夫 控 除 寡婦（寡夫）である場合

勤 労 学 生 控 除 勤労学生である場合 19ページ

障 害 者 控 除 あなたや控除対象配偶者、扶養親族が障害者である場合

配 偶 者 控 除 控除対象配偶者がいる場合

配偶者特別控除
あなたの合計所得金額が 1,000万円以下で、配偶者の合計所得金額が一 20ページ
定額以下である場合

扶 養 控 除 扶養親族がいる場合

基 礎 控 除 38万円の控除 21ページ

雑 損 控 除 災害や盗難、横領により住宅や家財などに損害を受けた場合

医 療 費 控 除 １年間に支払った医療費が、一定額以上ある場合 22ページ

寄 付 金 控 除 国、地方公共団体などに支出した寄付金や特定の政治献金などがある場合 24ページ
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確定申告について

所 得 税 の 確 定 申 告 期 間

平成13年分の所得税の確定申告期間は、

平成14年２月16日（土）から　　　
同年３月15日（金）まで

です。

この手引きは、申告書Ａを使って、確定申告

する方のためのものです。

確定申告書には、ＡとＢがあります。

まず、右の表で、使用する申告書を確認して

ください。

なお、使用する申告書がＢに該当する方で、

右表の「申告の内容」のうち①から⑦に該当す

る方は、その内容に応じて分離用（第三表（分

離課税用））や損失用（第四表（損失申告用））

を併せて使用します。

また、Ｂを使用する方は、別に専用の手引き

がありますので、そちらをご覧ください。

なお、Ｂと併せて、分離用、損失用を必要と

される方は、分離用、損失用それぞれにも説明

書がありますので、申告書とともに用意してく

ださい。

確 定 申 告 書 の 種 類

申告する所得が給与所得や雑所
得、配当所得、一時所得だけの
方で、予定納税額のない方

Ａに該当しない方

① 土地建物等の譲渡所得があ
る方

② 申告分離課税の株式等の譲
渡所得等がある方

③ 申告分離課税の商品先物取　
引の雑所得等がある方

④ 山林所得や退職所得がある方

⑤ 平成1 3年分の所得金額が赤
字の方

⑥ 雑損控除額を平成1 3年分の
所得金額から控除すると赤
字になる方

⑦ 繰越損失額を平成1 3年分の
所得金額から控除すると赤
字になる方

申　告　の　内　容　申 告 書

Ａ

Ｂ

Ｂ

と

分

離

用

又

は

損

失

用

を

併

用

Ｂ

と

分離用

Ｂ

と

損失用

それぞれの申告書には、控えを用意

しています。

申告書の下書きや翌年以降の参考と

してご利用ください。

使用する
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確定申告の必要がある方

１　事業所得や不動産所得などがある方の場合

平成13年分の各種の所得金額の合計額から

基礎控除その他の所得控除を差し引き、その

金額に基づいて計算した税額から配当控除額

と定率減税額を差し引いて残額のある方は、

申告をしなければなりません。

２　給与所得がある方の場合　

給与所得者の大部分の方は、「年末調整」に

より所得税が精算されますので申告をする必

要はありませんが、平成1 3年分の各種の所得

金額の合計額から基礎控除その他の所得控除

を差し引き、その金額に基づいて計算した税

額から配当控除額と年末調整の際に控除を受

けた住宅借入金（取得）等特別控除額、定率減　

税額を差し引いて残額のある方で、次のいず　

れかに当てはまる方は、申告をしなければな

りません。

（1）平成1 3年中の給与の収入金額が2 , 0 0 0万円

を超える方

（2）給与を１か所から受けていて、給与所得

や退職所得以外の各種の所得金額の合計額

が20万円を超える方

（3）給与を２か所以上から受けていて、年末

調整をされなかった給与の収入金額と給与

所得や退職所得以外の各種の所得金額との

合計額が20万円を超える方

ただし、給与所得の収入金額の合計額か

ら雑損控除、医療費控除、寄付金控除及び

基礎控除を除く所得控除の合計額を差し引

いた残りの金額が1 5 0万円以下で、しかも

給与所得及び退職所得以外の各種の所得金

額の合計額が2 0万円以下の方は、申告の必

要はありません。

（4）同族会社の役員やその親族などで、その

同族会社から給与のほかに、貸付金の利子、

店舗・工場などの賃貸料、機械・器具の使

用料などの支払いを受けた方

（5）平成13年中の給与について災害減免法に

より源泉徴収税額の徴収猶予や還付を受け

た方

（6）外国の在日公館に勤務する方や家事使用

人の方などで、給与の支払いを受ける際に

所得税を源泉徴収されないこととなってい

る方

３　公的年金等に係る雑所得がある方の場合

平成13年分について、公的年金等に係る雑

所得以外に申告する必要のある所得がない方

で、公的年金等に係る雑所得の金額から基礎

控除その他の所得控除を差し引き、その金額

に基づいて計算した税額から定率減税額を差

し引いて残額のある方は、申告をしなければ

なりません。

４　退職所得がある方の場合

退職所得については、一般的には申告をす

る必要はありませんが、退職金の支払いを受

けるときに、「退職所得の受給に関する申告

書」を提出しなかったため、20％の税率で源

泉徴収がされた方で、その源泉徴収税額が正

規の税額よりも少ない方などは申告をしなけ

ればなりません。

なお、退職所得を申告しなくてよい方でも、

前記「１」から「３」の確定申告をしなけれ

ばならない方は、退職所得以外の所得につい

ては申告をしなければなりません。

○　退職所得の計算は次のとおりです。

（収入金額－退職所得控除額）× 0.5

○　退職所得控除額の計算は次のとおりです。

勤続年数が

ｉ　20年までの場合

‥‥40万円×勤続年数

（80万円より少ないときは80万円）

ii 20年を超える場合

‥‥70万円×勤続年数－600万円

※ 障害者となったことにより退職した場合

には、ｉ又はi iで計算した金額に1 0 0万円を

加算します。
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確定申告をすれば税金が戻る方

次のいずれかに当てはまる方で、源泉徴収さ

れた税金や予定納税をした税金が納め過ぎにな

っている方は、還付を受けるための申告（還付

申告）をすることができます。この還付申告は、

平成1 4年２月1 5日（金）以前でも税務署で受け

付けていますから、なるべく早めに申告をして

ください。

１　平成1 3年分の所得が一定額以下の方で、総

合課税の配当所得や原稿料などがある方

２　給与所得者で、雑損控除や医療費控除、寄

付金控除、住宅借入金（取得）等特別控除、政

党等寄付金特別控除などを受けることができ

る方

３　公的年金等に係る雑所得以外に申告する必

要のある所得のない方で、公的年金等に係る

雑所得から徴収された税金が納め過ぎになっ

ている方

４　平成1 3年の中途で退職した後就職しなかっ

た方で、年末調整を受けなかった方

５　退職所得がある方で、その所得を含めて申

告することによって源泉徴収された所得税か

ら定率減税を受けることができる方

６　予定納税をしている方で、確定申告の必要

がなくなった方　

※１　給与所得者で確定申告をする必要がない

方（給与所得や退職所得以外の各種の所得

金額の合計額が2 0万円以下の方など）が、

還付申告をする場合には、給与所得や退職

所得以外の各種の所得についても申告しな

ければなりません。

※２　前記「５」、「６」に該当する方は、申告

書Ｂを使用することになります。

確定申告書付表と税額計算書等として、次の

ものなどを税務署に用意しています。

確定申告書付表と税額計算書等

確定申告書付表（特定投資株式の譲渡損失繰

越用）

家内労働者等の事業所得等の所得計算の特例

の適用を受ける場合の必要経費の額の計算書

給与所得者の特定支出に関する明細書

変動所得・臨時所得の平均課税の計算書

私募証券投資信託等に係る配当控除額の計算

書

住宅借入金（取得）等特別控除額の計算明細書

政党等寄付金特別控除額の計算明細書

外国税額控除に関する明細書

所得の内訳書

財産及び債務の明細書

医療費の明細書

税金の納付について（納付の際のご注意）

平成13年分の所得税の確定申告分（第３期分）

の納期限は、確定申告期限と同様に

平成14年３月15日（金）
となります。

税金の納付方法には、金融機関（銀行等、郵

便局）又は所轄の税務署での窓口納付と、あな

たが指定された金融機関の預貯金口座から自動

的に納税が行われる、振替納税があります。

○ 振替納税の手続きをされている方は、確実

に振替納付できるよう期日の前日までに納税

額に見合う預貯金額をご用意することをお勧



第３期分の税額の２分の１以上を平成1 4年３

月1 5日までに納付すれば、残りの額を同年５月

3 1日まで延納することができますので、延納を

希望される場合は、申告書第一表の延納の届出

に必要な事項を書いてください（29ページ参照）。

○　この延納期間中は利子税がかかります。

6

めします。

あなたの指定された金融機関では、預貯金

口座から税金を振替納付したうえ、領収証書

をお送りします。

なお、振替納税は、申告期限までに申告書

を提出された場合に限り利用できます。

※ 転居等により申告書の提出先税務署が変

わった場合には、振替納税継続の手続きが

必要になります。

また、既にご利用になっている金融機関や

口座を変更する場合についても、変更の手続

きが必要になります。

手続きの方法は、税務署（管理担当）にお

たずねください。

○　振替納税の手続きをされていない方は、納

付書に現金を添えて前記の納期限までに、金

融機関又は所轄の税務署で納付してくださ

い。

この場合、納付書の「税務署」欄には、申

告書を提出した税務署名を忘れずに書いてく

ださい。

納付書は、お近くの金融機関又は税務署に

用意しています。

なお、振替納税は、預貯金残高を確認して

おくだけで、金融機関や税務署に出向かなく

ても自動的に納付ができる大変便利な制度で

す。

振替納税は簡単な手続きでご利用になれま

すので、ご利用の場合は、31ページを読んで

ください。

○　納税が期限に遅れますと、納期限の翌日か

ら納付日までの延滞税を併せて納付する必要

があります。

振替納税についても残高不足等で振替でき

なかった場合には、納期限の翌日から納付日

までの延滞税がかかりますので、金融機関の

窓口等で確定申告分の納税額とともに納付し

てください。

平成14年３月15日までに申告された場合の

延滞税の割合は次のとおりです。

平成14年５月16日～ 年「14．6％」

※　平成1 3年1 0月１日の公定歩合は0 . 1％ですの

で、その後同年1 1月3 0日までに変更がない場

合には、平成1 4年３月1 6日から同年５月1 5日

までの延滞税の割合は、4 . 1％となります（後

記「利子税の割合」においても同じ）。

税 　 金 　 の 　 延 　 納

利子税の割合
年「7．3％」と「平成1 3年1 1月30日の公

定歩合+４％」のいずれか低い割合

申 告 に 誤 り が あ る と き な ど

確定申告をした後で申告額に誤りがあった場

合には、申告をした税額等が実際より少なかっ

たときは「修正申告」をしてこれらの金額を正

しい額に訂正し、また多かったときは原則とし

て確定申告の提出期限から１年以内に「更正の

請求」をして正しい額に訂正することを求める

ことができます。

もし、誤っている申告額を自発的に訂正され

ない場合には、税務署長が申告額を更正して正

しい額に訂正しますし、また、確定申告をされ

なかった場合には、税務署長が所得金額や税額

を決定します。

これらの修正申告又は更正若しくは決定が行

われた場合には、加算税が賦課される場合があ

るほか、先に説明しました延滞税を併せて納付

しなければなりませんので、注意してください。

年「7．3％」と「平成1 3年
1 1月3 0日の公定歩合+４％」
のいずれか低い割合

平成14年３月16日

～同年５月15日



7

公的年金等のみの方用

◎　申告書は複写式になっていますから、取り外さないでボールペンで強く書いてください。なお、

申告書の該当する箇所は必ず書いてください。
また、フリガナは、濁点「 」゙半濁点「 」゚は一字分とし、姓と名の間は一字空けてください。

（記載した部分を、便宜上、青色で印刷しています。)

マス目が設けられている記載欄に数字を記入する際には、次の記載例にならってマス目の中に

ていねいに書いてください。

縦線１本　　すきまを開ける　上につきぬける 角を作る

【記載例】 閉じる
なお、１億円以上の金額がある場合は、次の記載例にならって書いてください。

（金額が１，２３４，５６７，８９０円の場合）

【記載例】

13
ペ
ー
ジ
参
照

14
～
16
ペ
ー
ジ
参
照

17
～
24
ペ
ー
ジ
参
照

25
～
28
ペ
ー
ジ
参
照

29
ペ
ー
ジ
参
照

収

入

金

額

等

所

得

金

額

所

得

差

引

金

額

税

金

計

算

他
か

ら

し

か

れ

る

の

そ

の

延
納

届
出

の

税務署長

印

・ ・

索引

番号受付印

年 月 日

（又 居所）

平成 年
月 日
住 所

＋ ＋ ＋

＋ ＋ ＋

受

取

場

所

還
付

税
金

郵便局
預 金

種 類

郵便官
署消印

平成 年分 所得税 確定申告書Ａの の

住 所

（単位 円）

合 計
（○ ○ ○ ○）

社会保険料控除

生命保険料控除

損害保険料控除

配 偶 者 控 除

配偶者特別控除

扶 養 控 除

基 礎 控 除

○ ○ 計

雑 損 控 除

医 療 費 控 除

寄 付 金 控 除

合 計
（○ ○ ○ ○）

（○ ○）

配 当 控 除

（○ ○ ○ ○）

再差引所得税額
（○ ○）

定 率 減 税 額

源 泉 徴 収 税 額

延 納 届 出 額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ

は

の

さ
れ
る

の

１ １

１ ２ ３ ４

６

５ －

－ － －

〒

課税 所得金額

住宅借入金（取得）等
特 別 控 除

差 引 所 得 税 額

災 害 減 免 額
外 国 税 額 控 除

申 告 期 限
納 付 金 額

フリガナ

氏名

給 与

雑
公的年金等

他

配 当

一 時

給 与

雑

配 当

一 時

○

整

理

欄

性 別

自 宅 勤務先 携 帯・ ・

普通 当座 貯蓄

男 女

世帯主 氏名 世帯主と 続柄の の

生年

月日

番号

区
分

異
動 ・ ・

納
管

漢
字

事
績

住
民

検
算

電話

番号

は

から までの

そ の

小規模企業共済等掛金控除

老年者 寡婦 寡夫控除

勤労学生 障害者控除

政党等寄付金特別控除

申告納税額

配偶者 合計所得金額

未納付 源泉徴収税額､ ､

､

の

の

15

16 17 18 19

20

21

22 23 24 25

26 27

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

ア

イ

ウ

エ

オ

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

される

ま で に
す る

上 ○ 対 税額の に する

－

（○ ○ ○）28 29 30－ －

納 税金める

還付
税 金

される

雑所得・一時所得
源泉徴収税額 合計額

の
の

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

△

銀 行
金庫・組合
農協・漁協

本店・支店

本所・支所

納税準備

口座番号
記号番号

年 月 日
年 月 日

第
一
表



◎　支払者から受領した「公的年金等の源泉徴収票」を申告書に添付して提出しなければなりません。

8

(参考)「公的年金等の源泉徴収票」

記入事項を訂正する場合は、【記載例】

二重線で抹消し、その上の欄な
ど余白に適宜書いてください。

（所得から差し引かれる金額に関する事項）
○　国民健康保険料・・・ 70,000円
○　介護保険料・・・・・ 28,125円
○　生命保険料の支払い

（一般）・・・・・・・204,000円
○　損害保険料の支払い

（短期）・・・・・・・ 25,000円
○　医療費の支払い

（支払医療費）・・・・290,000円
（保険金などで補てん
される金額）・・・・・147,000円

【ご注意】

○○市△△町×－××－×

○○市△△区○○×－××－×

国税 太郎 　9 9 1

2 868 600 20  880

**

○○組合　　　　　　　　　　　　×××－×××－××××

13○○市△△町×－××－×

国税 太郎

老齢基礎 昭和９年９月１日

＊＊＊＊＊＊＊＊804,200

＊＊＊＊＊＊＊＊28,125

＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊0

計

の
（○ ○ ○ ○）

再差引所得税額
（○ ○）

－ － －

災 害 減 免 額
外 国 税 額 控 除

22 23 24 25

26 27

○

○

○－

26

27

28

13
ペ
ー
ジ
参
照

14
～
16
ペ
ー
ジ
参
照

15
・
16 

  

ペ
ー
ジ
参
照

14
・
26

ペ
ー
ジ

参
照

30
ペ
ー
ジ

参
照

17
～
21
ペ
ー
ジ
参
照

21
～
24
ペ
ー
ジ
参
照

○

給与所得以外

住民税 徴

収方法 選択

給与 差引
（特 別 徴 収 ）

自 分 納 付
（普 通 徴 収 ）

番号

住 所

氏 名

所得 種類 収 入 金 額 源泉徴収税額

所得 種類 種目・所得 生 場所 収 入 金 額 必要経費等

配当 関
住民税 特例

非居住者
特 例

配偶者・扶養

氏 名 住 所

社

会

保

険

料

控

除

支 払 保 険 料

小
規
模
企
業
共
済
等
掛
金
控
除

掛金 種類 支 払 掛 金

一 般

保険料 計

個 人 年 金

保険料 計

学校名

配

偶

者（

特

別）

控

除

・

扶

養

控

除

配 偶 者 氏 名 生 年 月 日

・ ・

扶養親族 氏名 続 柄 生 年 月 日 控 除 額

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

雑

損

控

除

損 害 原 因 損 害 年 月 日

・ ・

損害 受 資産 種類

損 害 金 額

支払医療費

寄
付
金
控
除

寄 付 先 所 在 地 ・ 名 称
寄 付 金

税理士法第 条 書面提出有

の の

の

から き

で

の

の の ずる

に する
の

の

の

の

の

の

の

の

の を けた の など

の

の

○
第
二
表

、

第
一
表

一
緒

提
出

。

○
源
泉
徴
収
票、

生
命
保
険
料

損
害
保
険
料

支
払
証
明
書

申
告
書

添
付

書
類

裏
面

。

は

と

に

し
て
く
だ
さ
い

や

の

な
ど

に

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

は
こ
の

に
は
っ
て
く
だ
さ
い

平成 年分 所得税 確定申告書Ａの の
索引
番号

円 円

円 円

円

円 円

円 円

万円

円 円 円

円 円

円

フリ ガナ

受付印

種目・所得 生 場所又

給与 支払者 氏名・名称

死別

離婚

生死不明

未 帰 還

明・大

昭

明・大

昭・平

明・大

昭・平

明・大

昭・平

明・大

昭・平

印

○ 所得 内訳（源泉徴収税額）

○

○

○ 住民税 関 事項

○ 所得 差 引 金額 関 事項

の

に する

から し かれる に する

の ずる は

などの の

30○

○ ○

○～

○

○

○

○

税 理 士
署 名 押 印
電 話 番 号

源泉徴収税額 合計額

別居 控除対象

の

の

雑所得（公的年金等以外）配当所得 一時所得 関 事項･ ･ に する

特例適用条文等

○

○

親族 氏名・住所

本
人
該
当
事
項

○

○

保険金

の

などで

６ ７社会保険 種類

税理士法第 条 書面提出有

の

の の

合 計 合 計

８ ○

○

生
命
保
険
料
控
除

損
害
保
険
料
控
除

長期保険料 計

短期保険料 計

の

の

～

10

11

老年者控除

寡婦（寡夫）控除 勤労学生控除

氏 名

配偶者控除

扶養控除額 合計

（ ）（ ）
11

控

除

障
害
者

控

除

医
療
費

12

14

17

18

19

配偶者特別控除

14 の

保険金 補 金額などで てんされる
差引損失額
災害関連支出 金額

のうち
の

補 金額てんされる

上 都道府
県等 住所地
共同募金会、日
赤支部分

のうち
や の

－ －（ ）
30 33 ２

第
二
表

９



9

給与所得の方で一時所得などがある方用

◎　申告書は複写式になっていますから、取り外さないでボールペンで強く書いてください。なお、

申告書の該当する箇所は必ず書いてください。
また、フリガナは、濁点「 」゙半濁点「 」゚は一字分とし、姓と名の間は一字空けてください。

（記載した部分を、便宜上、青色で印刷しています。)

マス目が設けられている記載欄に数字を記入する際には、次の記載例にならってマス目の中に

ていねいに書いてください。

縦線１本　　すきまを開ける　上につきぬける 角を作る

【記載例】 閉じる
なお、１億円以上の金額がある場合は、次の記載例にならって書いてください。

（金額が１，２３４，５６７，８９０円の場合）

【記載例】

13
ペ
ー
ジ
参
照

14
～
16
ペ
ー
ジ
参
照

17
～
24
ペ
ー
ジ
参
照

25
～
28
ペ
ー
ジ
参
照

29
ペ
ー
ジ
参
照

収

入

金

額

等

所

得

金

額

所

得

差

引

金

額

税

金

計

算

他
か

ら

し

か

れ

る

の

そ

の

延
納

届
出

の

税務署長

印

・ ・

索引

番号受付印

年 月 日

（又 居所）

平成 年
月 日
住 所

＋ ＋ ＋

＋ ＋ ＋

受

取

場

所

還
付

税
金

郵便局
預 金

種 類

郵便官
署消印

平成 年分 所得税 確定申告書Ａの の

住 所

（単位 円）

合 計
（○ ○ ○ ○）

社会保険料控除

生命保険料控除

損害保険料控除

配 偶 者 控 除

配偶者特別控除

扶 養 控 除

基 礎 控 除

○ ○ 計

雑 損 控 除

医 療 費 控 除

寄 付 金 控 除

合 計
（○ ○ ○ ○）

（○ ○）

配 当 控 除

（○ ○ ○ ○）

再差引所得税額
（○ ○）

定 率 減 税 額

源 泉 徴 収 税 額

延 納 届 出 額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ

は

の

さ
れ
る

の

１ １

１ ２ ３ ４

６

５ －

－ － －

〒

課税 所得金額

住宅借入金（取得）等
特 別 控 除

差 引 所 得 税 額

災 害 減 免 額
外 国 税 額 控 除

申 告 期 限
納 付 金 額

フリガナ

氏名

給 与

雑
公的年金等

他

配 当

一 時

給 与

雑

配 当

一 時

○

整

理

欄

性 別

自 宅 勤務先 携 帯・ ・

普通 当座 貯蓄

男 女

世帯主 氏名 世帯主と 続柄の の

生年

月日

番号

区
分

異
動 ・ ・

納
管

漢
字

事
績

住
民

検
算

電話

番号

は

から までの

そ の

小規模企業共済等掛金控除

老年者 寡婦 寡夫控除

勤労学生 障害者控除

政党等寄付金特別控除

申告納税額

配偶者 合計所得金額

未納付 源泉徴収税額､ ､

､

の

の

15

16 17 18 19

20

21

22 23 24 25

26 27

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

ア

イ

ウ

エ

オ

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

される

ま で に
す る

上 ○ 対 税額の に する

－

（○ ○ ○）28 29 30－ －

納 税金める

還付
税 金

される

雑所得・一時所得
源泉徴収税額 合計額

の
の

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

△

銀 行
金庫・組合
農協・漁協

本店・支店

本所・支所

納税準備

口座番号
記号番号

年 月 日
年 月 日

第
一
表



10

(参考)「給与所得の源泉徴収票」

記入事項を訂正する場合は、【記載例】

二重線で抹消し、その上の欄な
ど余白に適宜書いてください。

（所得から差し引かれる金額に関する事項）

○　厚生年金･健康保険料 ・875,882円

○　生命保険料の支払い

（一般）・・・・・・・・204,000円
○　損害保険料の支払い

（短期）・・・・・・・・ 24,000円

◎　給与所得者や公的年金等の雑所得のある方は、支払者から受領した「給与所得の源泉徴収票」や「公的
年金等の源泉徴収票」を申告書に添付して提出しなければなりません。

◎　退職所得以外の合計所得金額が2 , 0 0 0万円を超える方は、平成1 3年1 2月31日現在の財産の種類や数量、価
額、債務の金額などの明細を記載した「財産及び債務の明細書」を申告書と一緒に提出しなければなりま
せん。

【ご注意】

13

○○市△△町×－××－×

○○市△△区△△×－××－×

××××－××××○○産業株式会社

国税　太郎

コクゼイ 　タロウ

給与・賞与 8 650 000　6 585 000　2 728 882 　 352 900

3 000
120  000

50 000875 8822280 000

88,240
○

春子　　一郎　　梅子
0
0

35 8  113

13
ペ
ー
ジ
参
照

14
～
16
ペ
ー
ジ
参
照

15
・
16

　
ペ
ー
ジ
参
照

14
・
26

ペ
ー
ジ

参
照

30
ペ
ー
ジ

参
照

17
～
21
ペ
ー
ジ
参
照

21
～
24
ペ
ー
ジ
参
照

○

給与所得以外

住民税 徴

収方法 選択

給与 差引
（特 別 徴 収 ）

自 分 納 付
（普 通 徴 収 ）

番号

住 所

氏 名

所得 種類 収 入 金 額 源泉徴収税額

所得 種類 種目・所得 生 場所 収 入 金 額 必要経費等

配当 関
住民税 特例

非居住者
特 例

配偶者・扶養

氏 名 住 所

社

会

保

険

料

控

除

支 払 保 険 料

小
規
模
企
業
共
済
等
掛
金
控
除

掛金 種類 支 払 掛 金

一 般

保険料 計

個 人 年 金

保険料 計

学校名

配

偶

者（

特

別）

控

除

・

扶

養

控

除

配 偶 者 氏 名 生 年 月 日

・ ・

扶養親族 氏名 続 柄 生 年 月 日 控 除 額

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

雑

損

控

除

損 害 原 因 損 害 年 月 日

・ ・

損害 受 資産 種類

損 害 金 額

支払医療費

寄
付
金
控
除

寄 付 先 所 在 地 ・ 名 称
寄 付 金

税理士法第 条 書面提出有

の の

の

から き

で

の

の の ずる

に する
の

の

の

の

の

の

の

の

の を けた の など

の

の

○
第
二
表

、

第
一
表

一
緒

提
出

。

○
源
泉
徴
収
票、

生
命
保
険
料

損
害
保
険
料

支
払
証
明
書

申
告
書

添
付

書
類

裏
面

。

は

と

に

し
て
く
だ
さ
い

や

の

な
ど

に

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

は
こ
の

に
は
っ
て
く
だ
さ
い

平成 年分 所得税 確定申告書Ａの の
索引
番号

円 円

円 円

円

円 円

円 円

万円

円 円 円

円 円

円

フリ ガナ

受付印

種目・所得 生 場所又

給与 支払者 氏名・名称

死別

離婚

生死不明

未 帰 還

明・大

昭

明・大

昭・平

明・大

昭・平

明・大

昭・平

明・大

昭・平

印

○ 所得 内訳（源泉徴収税額）

○

○

○ 住民税 関 事項

○ 所得 差 引 金額 関 事項

の

に する

から し かれる に する

の ずる は

などの の

30○

○ ○

○～

○

○

○

○

税 理 士
署 名 押 印
電 話 番 号

源泉徴収税額 合計額

別居 控除対象

の

の

雑所得（公的年金等以外）配当所得 一時所得 関 事項･ ･ に する

特例適用条文等

○

○

親族 氏名・住所

本
人
該
当
事
項

○

○

保険金

の

などで

６ ７社会保険 種類

税理士法第 条 書面提出有

の

の の

合 計 合 計

８ ○

○

生
命
保
険
料
控
除

損
害
保
険
料
控
除

長期保険料 計

短期保険料 計

の

の

～

10

11

老年者控除

寡婦（寡夫）控除 勤労学生控除

氏 名

配偶者控除

扶養控除額 合計

（ ）（ ）
11

控

除

障
害
者

控

除

医
療
費

12

14

17

18

19

配偶者特別控除

14 の

保険金 補 金額などで てんされる
差引損失額
災害関連支出 金額

のうち
の

補 金額てんされる

上 都道府
県等 住所地
共同募金会、日
赤支部分

のうち
や の

－ －（ ）
30 33 ２

第
二
表

９

所

得
金

雑

配 当

○

○

２

３

○
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給与所得の方の医療費控除用

◎　申告書は複写式になっていますから、取り外さないでボールペンで強く書いてください。なお、

申告書の該当する箇所は必ず書いてください。
また、フリガナは、濁点「 」゙半濁点「 」゚は一字分とし、姓と名の間は一字空けてください。

（記載した部分を、便宜上、青色で印刷しています。)

還付申告の方で、

申告する所得が年末

調整を受けた給与の

みの方で、第一表の

所得から差し引かれ

る金額の⑥から⑮ま

での控除額の合計額

が、

１　年末調整を受け

たものと同じ方

は､申告書第一表

の⑥から⑮に書か

ないで⑯欄に源泉

徴収票の「所得控

除の額の合計額」

を書いてくださ

い。

２　年末調整を受け

たものと異なる方

は、控除額が年末

調整を受けたもの

と同じ控除につい

ては、申告書第一

表の⑥から⑮に控

除額だけを書き、

異なる控除につい

ては、確定申告書

の手引きの説明に

したがって申告書

第一表の控除額・

第二表の該当事項

を書いてくださ

い。

記入上のご注意

マス目が設けられている記載欄に数字を記入する際には、次の記載例にならってマス目の中に

ていねいに書いてください。

縦線１本　　すきまを開ける　上につきぬける 角を作る

【記載例】 閉じる
なお、１億円以上の金額がある場合は、次の記載例にならって書いてください。

（金額が１，２３４，５６７，８９０円の場合）

【記載例】

13
ペ
ー
ジ
参
照

14
～
16
ペ
ー
ジ
参
照

17
～
24
ペ
ー
ジ
参
照

25
～
28
ペ
ー
ジ
参
照

29
ペ
ー
ジ
参
照

収

入

金

額

等

所

得

金

額

所

得

差

引

金

額

税

金

計

算

他
か

ら

し

か

れ

る

の

そ

の

延
納

届
出

の

税務署長

印

・ ・

索引

番号受付印

年 月 日

（又 居所）

平成 年
月 日
住 所

＋ ＋ ＋

＋ ＋ ＋

受

取

場

所

還
付

税
金

郵便局
預 金

種 類

郵便官
署消印

平成 年分 所得税 確定申告書Ａの の

住 所

（単位 円）

合 計
（○ ○ ○ ○）

社会保険料控除

生命保険料控除

損害保険料控除

配 偶 者 控 除

配偶者特別控除

扶 養 控 除

基 礎 控 除

○ ○ 計

雑 損 控 除

医 療 費 控 除

寄 付 金 控 除

合 計
（○ ○ ○ ○）

（○ ○）

配 当 控 除

（○ ○ ○ ○）

再差引所得税額
（○ ○）

定 率 減 税 額

源 泉 徴 収 税 額

延 納 届 出 額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ

は

の

さ
れ
る

の

１ １

１ ２ ３ ４

６

５ －

－ － －

〒

課税 所得金額

住宅借入金（取得）等
特 別 控 除

差 引 所 得 税 額

災 害 減 免 額
外 国 税 額 控 除

申 告 期 限
納 付 金 額

フリガナ

氏名

給 与

雑
公的年金等

他

配 当

一 時

給 与

雑

配 当

一 時

○

整

理

欄

性 別

自 宅 勤務先 携 帯・ ・

普通 当座 貯蓄

世帯主 氏名 世帯主と 続柄の の

生年

月日

番号

区
分

異
動 ・ ・

納
管

漢
字

事
績

住
民

検
算

電話

番号

は

から までの

そ の

小規模企業共済等掛金控除

老年者 寡婦 寡夫控除

勤労学生 障害者控除

政党等寄付金特別控除

申告納税額

配偶者 合計所得金額

未納付 源泉徴収税額､ ､

､

の

の

15

16 17 18 19

20

21

22 23 24 25

26 27

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

ア

イ

ウ

エ

オ

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

される

ま で に
す る

上 ○ 対 税額の に する

－

（○ ○ ○）28 29 30－ －

納 税金める

還付
税 金

される

雑所得・一時所得
源泉徴収税額 合計額

の
の

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

△

銀 行
金庫・組合
農協・漁協

本店・支店

本所・支所

納税準備

口座番号
記号番号

年 月 日
年 月 日

第
一
表

男 女
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(参考)「給与所得の源泉徴収票」

記入事項を訂正する場合は、 【記載例】

二重線で抹消し、その上の欄な

ど余白に適宜書いてください。

（所得から差し引かれる金額に関する事項）

○　医療費の支払い

（支払医療費）・・・・550,000円

（保険金などで補てん

される金額）･・・・・250,000円

◎　支払者から受領した「給与所得の源泉徴収票」を申告書に添付して提出しなければなりません。
◎　退職所得以外の合計所得金額が2 , 0 0 0万円を超える方は、平成1 3年1 2月31日現在の財産の種類や数量、価

額、債務の金額などの明細を記載した「財産及び債務の明細書」を申告書と一緒に提出しなければなりま
せん。

【ご注意】

13

○○市△△町×－××－×

○○市△△区△△×－××－×

××××－××××○○産業株式会社

国税　太郎

コクゼイ 　タロウ

給与・賞与 8 650 000 6 585 000 2 728 882  352 900

3 000
120  000

50 000875 8822280 000

88,240
○

春子　　一郎　　梅子
0
0

35 8  113

13
ペ
ー
ジ
参
照

14
～
16
ペ
ー
ジ
参
照

15
・
16

　
ペ
ー
ジ
参
照

14
・
26

ペ
ー
ジ

参
照

30
ペ
ー
ジ

参
照

17
～
21
ペ
ー
ジ
参
照

21
～
24
ペ
ー
ジ
参
照

○

給与所得以外

住民税 徴

収方法 選択

給与 差引
（特 別 徴 収 ）

自 分 納 付
（普 通 徴 収 ）

番号

住 所

氏 名

所得 種類 収 入 金 額 源泉徴収税額

所得 種類 種目・所得 生 場所 収 入 金 額 必要経費等

配当 関
住民税 特例

非居住者
特 例

配偶者・扶養

氏 名 住 所

社

会

保

険

料

控

除

支 払 保 険 料

小
規
模
企
業
共
済
等
掛
金
控
除

掛金 種類 支 払 掛 金

一 般

保険料 計

個 人 年 金

保険料 計

学校名

配

偶

者（

特

別）

控

除

・

扶

養

控

除

配 偶 者 氏 名 生 年 月 日

・ ・

扶養親族 氏名 続 柄 生 年 月 日 控 除 額

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

雑

損

控

除

損 害 原 因 損 害 年 月 日

・ ・

損害 受 資産 種類

損 害 金 額

支払医療費

寄
付
金
控
除

寄 付 先 所 在 地 ・ 名 称
寄 付 金

税理士法第 条 書面提出有

の の

の

から き

で

の

の の ずる

に する
の

の

の

の

の

の

の

の

の を けた の など

の

の

○
第
二
表

、

第
一
表

一
緒

提
出

。

○
源
泉
徴
収
票、

生
命
保
険
料

損
害
保
険
料

支
払
証
明
書

申
告
書

添
付

書
類

裏
面

。

は

と

に

し
て
く
だ
さ
い

や

の

な
ど

に

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

は
こ
の

に
は
っ
て
く
だ
さ
い

平成 年分 所得税 確定申告書Ａの の
索引
番号

円 円

円 円

円

円 円

円 円

万円

円 円 円

円  円

円

フリ ガナ

受付印

種目・所得 生 場所又

給与 支払者 氏名・名称

死別

離婚

生死不明

未 帰 還

明・大

昭

明・大

昭・平

明・大

昭・平

明・大

昭・平

明・大

昭・平

印

○ 所得 内訳（源泉徴収税額）

○

○

○ 住民税 関 事項

○ 所得 差 引 金額 関 事項

の

に する

から し かれる に する

の ずる は

などの の

30○

○ ○

○～

○

○

○

○

税 理 士
署 名 押 印
電 話 番 号

源泉徴収税額 合計額

別居 控除対象

の

の

雑所得（公的年金等以外）配当所得 一時所得 関 事項･ ･ に する

特例適用条文等

○

○

親族 氏名・住所

本
人
該
当
事
項

○

○

保険金

の

などで

６ ７社会保険 種類

税理士法第 条 書面提出有

の

の の

合 計 合 計

８ ○

○

生
命
保
険
料
控
除

損
害
保
険
料
控
除

長期保険料 計

短期保険料 計

の

の

～

10

11

老年者控除

寡婦（寡夫）控除 勤労学生控除

氏 名

配偶者控除

扶養控除額 合計

（ ） 
11

控

除

障
害
者

控

除

医
療
費

12

14

17

18

19

配偶者特別控除

14 の

保険金 補 金額などで てんされる
差引損失額
災害関連支出 金額

のうち
の

補 金額てんされる

上 都道府
県等 住所地
共同募金会、日
赤支部分

のうち
や の

－ －（ ）
30 33 ２

第
二
表

９

金

額

る
雑 損 控 除

医 療 費 控 除

○

○

17

18

○



配 当 等 の

収 入 金 額

（税込み）

配当所得

の 金 額

（合計）

円
Ａ

負債の利子※
円

Ｂ

Ａ － Ｂ
（差引金額）

（赤字のときは０）

円

13

申 告 書 の 書 き 方

（1）申告書第一表「　　　　税務署長」欄

住所地等を管轄する税務署名を書いてくだ

さい。

（2）申告書第一表「　　年　　月　　日」欄

申告書の提出年月日を書いてください。

（3） 申告書第一表、第二表「平成　　年分の

所得税の確定申告書Ａ」欄

申告書第一表及び第二表の標題の　　に

「13」と書いてください。

（4）申告書第一表「住所（又は居所）」欄

住所及び住所地の郵便番号を書いてくださ

い。

ただし、住所以外の居所を管轄する税務署

に申告する方は、（ ）内の居所の文字を

○で囲み、その所在地及び所在地の郵便番

号を書いてください。

（5）申告書第一表「平成 年１月１日の住所」欄

転居などによって、（4）で書いた住所と平

成1 4年１月１日現在の住所が異なっている場

合は、｢ 1 4 ｣と書き、平成1 4年１月１日現在の

住所を必ず書いてください。

（6）申告書第一表「氏名（フリガナ）」､「電話番号」欄

申告する方の氏名、フリガナ、電話番号を

それぞれ書いてください。

（7）申告書第一表「性別」欄

性別を○で囲んでください。

（8）申告書第一表「世帯主の氏名」､「世帯主との続柄」欄

世帯主の氏名と、世帯主と申告する方との

続柄を書いてください。

（9）申告書第一表「生年月日」欄

元号に対応する数字（明治は｢１｣、大正は

｢２｣、昭和は｢３｣、平成は｢４｣）、年月日

（各数字ごと２桁）の順に書いてください。

【例：昭和42年6月17日の場合】

（10）申告書第二表「住所、氏名（フリガナ）」欄

申告書第二表にも必ず住所、氏名を書いて

ください。

税務署から申告書用紙が送付されている方

は住所、氏名が印字されていますので、書く

必要はありませんが、税務署で記入した住所、

氏名に誤り等がある場合には訂正してくださ

い。

住 　 所 　 ・ 　 氏 　 名 　 等

○　項目欄

ここで示してい

る項目の金額を右

の金額欄に書いて

ください。

○　金額欄

円単位の金額を書き

ます。

点線がある欄では上

部には数種ある個別の

金額を、下部にはその合

計額を書いてください。

○　記号欄

左の金額欄の数字に係る計算欄

上での記号です。

項目欄に、 Ａ－Ｂ のような算

式があるときに使用します。

1 3ページからは、「申告書の書き方」を申告

書の記載順序に沿って説明しています。

手引きの説明にしたがって、申告書を作成し

てください。

また、申告書第一表の収入金額等、所得金額、

所得から差し引かれる金額（所得控除）、税金

の計算、延納の届出及び申告書第二表の「○

住民税に関する事項」の中には、計算欄を設け

ているものがあります。

そのときは、まず、この手引きで計算してか

ら、必要事項を申告書へ書いてください。

計算欄は、次のような構成になっています。

（配当所得を計算するとき、16ページ参照）

・・

生年

月日

生年
月日



（ 合 計 ）

円

給 与 等 の

収 入 金 額

14

俸給、給料、賃金、賞与、歳費やこれらの

性質を持っている給与に係る所得のことです。

なお、給与所得者の特定支出控除を受ける

方は、｢給与所得者の特定支出控除について｣

（税務署に用意しています。）を参照してくだ

さい。

（1）給与所得

［所得金額の計算］

給与所得の金額は、次のとおり計算します。

Ａ

Ａ の 金 額

～650,999円

651,000円

～1,618,999円

1,619,000円

～1,619,999円

1,620,000円

～1,621,999円

1,622,000円

～1,623,999円

1,624,000円

～1,627,999円

1,628,000円

～1,799,999円

1,800,000円

～3,599,999円

3,600,000円

～6,599,999円

Ａ÷4

（千円未満の

端数切捨て）

Ｂ

,000 円

Ｂ×2.4 

円

Ｂ×2.8 －180,000円

円

Ｂ×3.2 －540,000円

円

所
得
金
額

Ａ×0.9 －1,200,000円

円

Ａ×0.95－1,700,000円

円

6,600,000円

～9,999,999円

10,000,000円～

給　与　所　得　の　金　額

0円

Ａ－650,000円

円

969,000円

970,000円

972,000円

974,000円

［申告書の書き方］

申告書第一表の収入金額等「給与」ア にＡの

金額、所得金額「給与」① に給与所得の金額を

転記してください。

なお、給与等の収入金額が年末調整を受けた

ものだけである場合には、申告書第一表の収入

金額等「給与」ア に支払者から受領した「給与

所得の源泉徴収票」の「支払金額」を、所得金額

「給与」① に「給与所得控除後の金額」を転記

してください。

申告書第二表の「○　所得の内訳（源泉徴収

額）」に該当事項を書いてください。

［特例適用条文等］

給与所得者の特定支出控除を受ける方は、申

告書第二表の「○　特例適用条文等」に「法5 7

の２」と特定支出の合計額を書いてください。

［添付書類等］

給与等の支払者から受領した給与所得の源泉

徴収票の原本を添付しなければなりません。

なお、添付に当たっては、申告書第二表の裏

面にはってください。

収
入
金
額
等

所 得 金 額収 入 金 額 等



公的年金等の雑所得

0円

Ａ－700,000円

円

Ａ×0.75－375,000円

円

Ａ×0.85－785,000円

円

Ａ×0.95－1,555,000円

円

その他の雑所得

の 収 入 金 額

公的年金等の

雑 所 得 の

収 入 金 額

雑所得

の金額

0円

Ａ－ 1,400,000円

円

Ａ×0.75－ 750,000円

円

Ａ×0.85－1,210,000円

円

Ａ×0.95－2,030,000円

円

Ｂ
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所
得
金
額

（合計）

円

国民年金、厚生年金、公務員の共済年金、

恩給などの公的年金等や、原稿料、講演料、

印税、放送出演料、貸金の利子、生命保険年

金など他の所得に当てはまらない所得のこと

です。

なお、増加恩給（これに併給される普通恩

給を含みます。）や死亡した者の勤務先から

受ける遺族年金、条例による心身障害者扶養

共済制度により受ける給付金は課税されませ

ん。

また、次のいずれにも該当する方は、雑所

得の金額の計算上、必要経費に算入する金額

について特例が設けられていますので、「家

内労働者等の事業所得等の所得計算の特例を

受けられる方へ 」（税務署に用意していま

す。）を参照してください。

・　家内労働者や外交員、集金人、電力量計

の検針人、特定の人に対して継続的に人的

役務の提供を業務とする方

・　雑所得の金額の計算上、必要経費に算入

する金額と給与所得の収入金額との合計額

が65万円未満である方

（2）雑所得

［所得金額の計算］

雑所得の金額は、「公的年金等の雑所得」と

「その他の雑所得」に分けて計算します。

Ａ

昭
和
十
二
年
一
月
二
日
以
後
に
生
ま
れ
た
方

Ａの金額

～700,000円

700,001円

～1,299,999円

1,300,000円

～4,099,999円

4,100,000円

～7,699,999円

7,700,000円～

Ｂ

昭
和
十
二
年
一
月
一
日
以
前
に
生
ま
れ
た
方

～1,400,000円

1,400,001円

～2,599,999円

2,600,000円　

～4,599,999円

4,600,000円　

～8,199,999円

8,200,000円～

（合計）

円
Ｃ

必要経費
円

Ｄ

Ｃ － Ｄ
（差引金額） 円

Ｅ

Ｂ ＋ Ｅ
（赤字のときは０）

円

年齢
区分

［申告書の書き方］

申告書第一表の収入金額等「雑・公的年金等」

イ　にＡの金額を転記し、｢雑･その他｣ウ　にＣ

の金額を転記してください。

申告書第一表の所得金額「雑」② に雑所得の

金額を転記してください。

また、申告書第二表の「○　所得の内訳（源

泉徴収税額）」に該当事項を書いてください。

その他の雑所得がある場合には、申告書第二

表の「○　雑所得（公的年金等以外）・配当所

得・一時所得に関する事項」に該当事項を書い

てください。

［添付書類等］

公的年金等の支払者から受領した公的年金等

の源泉徴収票の原本を添付しなければなりませ

ん。

なお、添付に当たっては、申告書第二表の裏

面にはってください。

収
入
金
額
等
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Ｆ

一 時 所 得 の

収 入 金 額

配 当 等 の

収 入 金 額

（税込み）

配当所得

の 金 額

所
得
金
額

収
入
金
額
等

法人から受ける利益の配当、投資信託（公

社債投資信託及び公募公社債等運用投資信託

を除きます｡）の収益の分配などの所得のこ

とです。

配当所得で源泉分離課税の選択をしたもの

や、源泉分離課税とされているものは、所得

税の課税は源泉徴収だけで済まされますの

で、確定申告は不要です。

１銘柄について１回の配当等の支払いを受

ける金額が５万円（その配当等の計算期間が

１年以上のときは、10万円）以下のいわゆる

少額配当等や特定株式投資信託の収益の分配

で平成13年中に支払いを受けるべき金額の合

計額が10万円以下のものについて、選択によ

り確定申告をしないで源泉徴収だけで済ませ

た場合には、ここに書かないでください。

（3）配当所得

［所得金額の計算］

配当所得の金額は、次のとおり計算します。

（合計）

円
Ａ

負債の利子※
円

Ｂ

Ａ － Ｂ
（ 差 引 金 額 ）

（赤字のときは０）

円

生命保険契約等に基づく一時金、損害保険

契約等に基づく満期返戻金、賞金や懸賞当せ

ん金、競馬・競輪の払戻金、遺失物拾得の報

労金などの所得のことです。

（4）一時所得

［所得金額の計算］
一時所得の金額は、次のとおり計算します。

（合計）

円
Ａ

収入を得るため
に支出した金額 円

Ｂ

Ａ－Ｂ
（差引金額） 円

Ｃ

特別控除額　※
円

Ｄ

Ｃ－Ｄ
円

Ｅ

Ｅ×0.5
円

（5）所得金額の合計

※　負債の利子は、株式を買ったり出資をした

りするために借り入れた負債の利子（有価証

券の譲渡による所得で、分離課税の事業・譲

渡・雑所得や総合課税の事業・雑所得に係る

ものは除きます。）に限られます。

［申告書の書き方］

申告書第一表の収入金額等「配当」エ にＡの

金額、所得金額「配当」③ に配当所得の金額を

転記してください。

また、申告書第二表の「○　所得の内訳（源

泉徴収税額）」に該当事項を書いてください。

申告書第二表の「○　雑所得（公的年金等以

外）・配当所得・一時所得に関する事項」に該

当事項を書いてください。

［申告書の書き方］
申告書第一表の所得金額「合計①+②+③+④」

⑤ にこれまで申告書第一表の所得金額の①から
④に記載した金額の合計額を書いてください。

この金額を総所得金額といいます。
また、退職所得以外の合計所得金額（1 8ペー

ジ参照）が2 , 0 0 0万円を超える方は、平成1 3年1 2月
3 1日現在の財産の種類や数量、価額、債務の金
額などの明細を記載した「財産及び債務の明細
書」を申告書と一緒に提出しなければなりません。

※　特別控除額は、50万円ですが、Ｃの金額が50
万円未満の場合には、Ｃの金額を限度とします。

［申告書の書き方］
一時所得の金額は、これまで説明した所得金

額と書き方が異なります。
申告書第一表の収入金額等「一時」オ にＥの

金額を転記してください。
申告書第一表の所得金額「一時」④ にＦの金

額を転記してください。
また、申告書第二表の「○　所得の内訳（源

泉徴収税額）」に該当事項を書いてください。
申告書第二表の「○　雑所得（公的年金等以

外）・配当所得・一時所得に関する事項」に該当
事項を書いてください。

（赤字のときは０）



生命保険
料控除額
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所
得
か
ら

差
し
引
か
れ
る
金
額

所得から差し引かれる金額（所得控除）

あなたや生計を一にする（2 1ページ参照）
配偶者その他の親族が負担することになって

いる健康保険料、国民健康保険料、国民年金
保険料、介護保険法の規定による介護保険の
保険料、国民年金基金の掛金などの社会保険
料で、あなたが支払ったり、給与から差し引
かれたりした保険料がある場合に控除されま
す。

（1）社会保険料控除

あなたが小規模企業共済法の規定による共
済契約（旧第２種共済契約を除きます。）掛
金、確定拠出年金法の個人型年金加入者掛金、
条例の規定により地方公共団体が実施する心
身障害者扶養共済制度に係る契約で一定の要
件を備えたものの掛金を支払った場合に控除

されます。

（2）小規模企業共済等掛金控除

生命保険や生命共済などについて、あなた
が支払った保険料（いわゆる契約者配当金を
除きます。）がある場合に、一般の保険料と
個人年金保険料の別に、その合計額に応じた
金額が控除されます。

（3）生命保険料控除

［控除額の計算］

控除額は、次のとおり計算します。

一般の保険料
（合計）

円 Ａ

個人年金保険料
（合計）

円 Ｂ

Ｃ＋Ｄ
（最高10万円）

円

一
　
般
　
の
　
保
　
険
　
料

控 除 額

Ａの金額

円

Ａ×0.5 ＋12,500円

円

Ａ×0.25＋25,000円

円

（最高５万円）

Ｃ

Ａ

～25,000円

25,001円

～50,000円

50,001円～

個

人

年

金

保

険

料

控 除 額

Ｂの金額

円

Ｂ×0.5 ＋12,500円

円

Ｂ×0.25＋25,000円

円

（最高５万円）

Ｄ

Ｂ

～25,000円

25,001円

～50,000円

50,001円～

所得から差し引かれる金額の各欄は、1 7から
2 4ページの説明にしたがって申告書第一表の控
除額・第二表の該当事項を書いてください｡

ただし、還付申告の方で、申告する所得が年
末調整を受けた給与所得のみの場合には、次の
とおり記載事項を省略することができます。
１　申告書第一表の所得から差し引かれる金額

の⑥から⑮までの金額が年末調整を受けたも
のと同じ方

⑥から⑮欄を省略し、源泉徴収票の「所得
控除の額の合計額」を⑯欄に書きます。

２　申告書第一表の所得から差し引かれる金額
の⑥から⑮までの金額が年末調整を受けたも
のと異なる方

控除額が年末調整を受けたものと同じ控除
については、申告書第一表の⑥から⑮に控除

額だけを書き、異なる控除については、確定
申告の手引きの説明にしたがって申告書第一
表の控除額・第二表の該当事項を書きます｡

［申告書の書き方］
申告書第二表の｢⑦小規模企業共済等掛金控

除｣に掛金の種類、支払掛金の金額及び合計額
を書いてください。

申告書第一表の所得から差し引かれる金額
「小規模企業共済等掛金控除」⑦ に支払掛金の

合計額を転記してください。

［添付書類等］
この控除を受ける場合には、支払った掛金額

の証明書を添付するか提示しなければなりません。
しかし、給与所得者が、既に年末調整の際に

給与所得から控除を受けた場合については、添
付又は提示の必要はありません。

［申告書の書き方］
申告書第二表の「⑥社会保険料控除」に社会

保険の種類、支払保険料の金額及び合計額を書
いてください。

申告書第一表の所得から差し引かれる金額
「社会保険料控除」⑥ に支払保険料の合計額を
転記してください。
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所
得
か
ら

差
し
引
か
れ
る
金
額

火災保険や傷害保険などの損害保険契約等
について、あなたが支払った保険料（いわゆ
る契約者配当金を除きます。）がある場合に、
長期保険料と短期保険料の別に、その合計額
に応じた金額が控除されます。

長期保険料とは、保険期間や共済期間が10

年以上の契約で満期返戻金などを支払う旨の
特約があるものなどに係る損害保険料や掛金
をいいます。

短期保険料とは、長期保険料以外のものを
いいます。

（4）損害保険料控除

［控除額の計算］

控除額は、次のとおり計算します。

長 期 保 険 料
（合計）

円 Ａ

短 期 保 険 料
（合計）

円 Ｂ

長

期

保

険

料

控　除　額

Ａの金額

円

Ａ×0.5＋5,000円

円

（最高１万５千円）

Ｃ

Ａ

～10,000円

10,001円～

短

期

保

険

料

控　除　額

Ｂの金額

円

Ｂ×0.5＋1,000円

円

（最高３千円）

Ｄ

Ｂ

～2,000円

2,001円～

損害保険
料控除額

Ｃ＋Ｄ
（最高１万５千円）

円

あなたが昭和12年１月１日以前に生まれた
方（年齢が65歳以上の方）で、合計所得金額

（※）が 1 , 0 0 0万円以下である場合に控除さ
れます。

（5）老年者控除

［申告書の書き方］
申告書第一表の所得から差し引かれる金額

「生命保険料控除」⑧ に生命保険料控除額を転
記してください。

申告書第二表の「⑧生命保険料控除」に一般
の保険料の合計額Ａ、個人年金保険料の合計額

Ｂの金額を転記してください。

［添付書類等］
この控除を受ける場合には、一般の保険料は

１契約９千円を超えるものについて、個人年金
保険料はすべてについて、支払額などの証明書
を添付するか提示しなければなりません。

しかし、給与所得者が、既に年末調整の際に
給与所得から控除を受けた場合については、添

付又は提示の必要はありません。

［申告書の書き方］
申告書第一表の所得から差し引かれる金額

「損害保険料控除」⑨ に損害保険料控除額を転
記してください。

申告書第二表の「⑨損害保険料控除」に長期
保険料の合計額Ａ、短期保険料の合計額Ｂの金
額を転記してください。

［添付書類等］
この控除を受ける場合には、支払額などの証

明書を添付するか提示しなければなりません。
しかし、給与所得者が、既に年末調整の際に

給与所得から控除を受けた場合については、添

付又は提示の必要はありません。

※　合計所得金額とは、申告書第一表の所得金

額「合計（①＋②＋③＋④）」⑤ です。

ただし、退職所得がある場合には、退職所

得金額を加算した金額をいいます。

［控除額］

50万円です。

［申告書の書き方］

申告書第一表の所得から差し引かれる金額

「老年者、寡婦、寡夫控除」⑩ に控除額を書い

てください。

申告書第二表の「⑩～⑪本人該当事項」の老

年者控除の□に✓してください。
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あなたが寡婦か寡夫である場合（老年者控
除を受けることのできる方は、この控除を受
けることはできません｡）に、所定の金額が
控除されます。

寡婦とは、①夫と死別・離婚した後再婚し
ていない方や夫が生死不明などの方で、扶養
親族や平成13年分の総所得金額等（※）が38
万円以下の生計を一にする（2 1ページ参照）
子（他の納税者の控除対象配偶者や扶養親族
とされている人を除きます。）のある方、又
は②夫と死別した後再婚していない方や夫が
生死不明などの方で、平成13年分の合計所得
金額（1 8ページ参照）が、5 0 0万円以下の方

のことです。
寡夫とは、平成1 3年分の合計所得金額が、

5 0 0万円以下の方のうち、妻と死別・離婚し
た後再婚していない方や妻が生死不明などの
方で、平成13年分の総所得金額等が38万円以
下の生計を一にする子（他の納税者の控除対
象配偶者や扶養親族とされている人を除きま
す。）のある方のことです。

（6）寡婦、寡夫控除

あなたが勤労学生である場合に控除されます。
なお、平成13年分の合計所得金額（18ペー

ジ参照）が65万円より多い方や自分の勤労に
よらない所得が10万円より多い方は、この控
除を受けることはできません。

（7）勤労学生控除

あなたや配偶者その他の親族（配偶者控除
や扶養控除を受ける人に限ります。）が、障
害者や特別障害者である場合に、所定の金額
が控除されます。

障害者とは、身体障害者手帳や戦傷病者手
帳、精神障害者保健福祉手帳をもらっている
方など精神や身体に障害のある方のことで
す。

特別障害者とは、身体障害者手帳に身体上
の障害の程度が一級又は二級と記載されてい
る方など、障害者のうち特に重度の障害のあ
る方のことです。

（8）障害者控除

［控除額］
控除額は、障害者１人について2 7万円（特別

障害者については、40万円）です。

［申告書の書き方］
申告書第一表の所得から差し引かれる金額

「勤労学生、障害者控除」⑪ に控除額を書いて
ください（勤労学生控除の金額もある場合には、

合計額を書いてください。）。
申告書第二表の「⑪障害者控除」に障害者の

氏名を書き、また、特別障害者である場合には
その方の氏名を○で囲んでください。

※　総所得金額等とは、申告書第一表の所得金
額「合計（①＋②＋③＋④）」⑤ です。

ただし、退職所得がある場合には、退職所

得金額を加算した金額をいいます。

［控除額］
27万円です。
ただし、前記①に当てはまる寡婦のうち、夫

と死別・離婚した後再婚していない方や夫が生
死不明などの方で、扶養親族である子があり、
かつ、平成1 3年分の合計所得金額が5 0 0万円以
下の方の控除額は35万円です。

［申告書の書き方］
申告書第一表の所得から差し引かれる金額

「老年者、寡婦、寡夫控除」⑩ に控除額を書い
てください。

申告書第二表の「⑩～⑪本人該当事項」の寡
婦（寡夫）控除及び死別、離婚、生死不明、未帰

還のうち該当する□に✓してください。

［控除額］
27万円です。

［申告書の書き方］
申告書第一表の所得から差し引かれる金額

「勤労学生、障害者控除」⑪ に控除額を書いて

ください（障害者控除の金額もある場合には、
合計額を書いてください｡）。

申告書第二表の「⑩～⑪本人該当事項」の勤
労学生控除の□に✓し、学校名を書いてくださ
い。

［添付書類等］
あなたが各種学校や専修学校の生徒、職業訓

練法人の認定職業訓練を受けている方である場

合には、その学校や法人から必要な証明書の交
付を受けて添付するか提示しなければなりませ
ん。

しかし、給与所得者が、既に年末調整の際に
給与所得から控除を受けた場合については、添
付又は提示の必要はありません。
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あなたに控除対象配偶者がある場合に、所
定の金額が控除されます。

控除対象配偶者（青色事業専従者として給
与の支払いを受ける人及び白色事業専従者を
除きます。）とは、あなたと生計を一にする

（2 1ページ参照）配偶者で、平成1 3年分の合
計所得金額（18ページ参照）が38万円以下で
ある人のことです。

（9）配偶者控除

あなたの合計所得金額（18ページ参照）が
1 , 0 0 0万円以下で、生計を一にする（2 1ペー

ジ参照）配偶者（青色事業専従者として給与
の支払いを受ける人及び白色事業専従者を除
きます｡）の合計所得金額が7 6万円未満の場
合には、その配偶者の合計所得金額に応じて
所定の金額が控除されます。

（10）配偶者特別控除

［控除額］
控除額は、次の表のとおりです。

一般の控除
対象配偶者

老 人 控 除
対象配偶者　※１

73万円

83万円

38万円

48万円

同居特別障
害者 ※２

左記以外の
人

［控除額］
控除額は、次の表のとおりです。

所
得
か
ら

差
し
引
か
れ
る
金
額

※　配偶者の合計所得金額は、パート収入（一
般的には、給与所得となります。）のみある
配偶者の場合には、その収入金額から計算し
た給与所得の金額（1 4ページ参照）になりま
すから、注意してください。

※１　老人控除対象配偶者とは、控除対象配偶
者のうち、昭和７年１月１日以前に生まれ
た人（年齢が70歳以上の人）のことです。

※２　同居特別障害者とは、特別障害者である
控除対象配偶者で、あなたや生計を一にす
る親族のどなたかとの同居を常としている

人のことです。

［申告書の書き方］
申告書第一表の所得から差し引かれる金額

「配偶者控除」⑫ に控除額を書いてください。
申告書第二表の「⑫～⑭配偶者（特別）控除・

扶養控除」に配偶者の氏名、生年月日を書いて、
配偶者控除の□に✓してください。

控除対象配偶者に当たる場合

配偶者の合計所得金額 控　除　額

～49,999 円 ３８万円

50,000 円～ 99,999 円 ３３万円

100,000 円～149,999 円 ２８万円

150,000 円～199,999 円 ２３万円

200,000 円～249,999 円 １８万円

250,000 円～299,999 円 １３万円

300,000 円～349,999 円 ８万円

350,000 円～379,999 円 ３万円

380,000 円　 ０　円

控除対象配偶者に当たらない場合

配偶者の合計所得金額 控　除　額

380,001 円～399,999 円 ３８万円

400,000 円～449,999 円 ３６万円

450,000 円～499,999 円 ３１万円

500,000 円～549,999 円 ２６万円

550,000 円～599,999 円 ２１万円

600,000 円～649,999 円 １６万円

650,000 円～699,999 円 １１万円

700,000 円～749,999 円 ６万円

750,000 円～759,999 円 ３万円

760,000円～ ０　円

［申告書の書き方］

申告書第一表の所得から差し引かれる金額

「配偶者特別控除」⑬ に控除額を書き、その他

「配偶者の合計所得金額」#33 に配偶者の合計所

得金額を書いてください。

申告書第二表の「⑫～⑭配偶者（特別）控除・

扶養控除」に配偶者の氏名、生年月日を書き、

配偶者特別控除の□に✓してください。



（13）⑥から⑮までの計

［申告書の書き方］
申告書第二表の「⑫～⑭配偶者（特別）控除・

扶養控除」に、扶養親族の氏名、続柄、生年月
日、控除額を、また、「⑭扶養控除額の合計」
に控除額の合計額を書いてください。

申告書第一表の所得から差し引かれる金額
「扶養控除」⑭ に、控除額の合計額を転記して
ください。
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あなたに、扶養親族がある場合には、所定
の金額が控除されます。
扶養親族（青色事業専従者として給与の支

払いを受ける人及び白色事業専従者を除きま
す。）とは、あなたと生計を一にする（※1）
親族、都道府県知事から養育を委託された児

童（いわゆる里子）、市町村長から養護を委
託された老人のうち、平成13年分の合計所得
金額（18ページ参照）が38万円以下である人
のことです。

（11）扶養控除

［控除額］
控除額は、次の表のとおりです。

（12）基礎控除

※１　生計を一にするとは、日常生活の資を共

にすることをいいますが、公務員、会社員
などが勤務の都合上、妻子と別居し、又は
その親族が修学、療養などのために別居し
ている場合でも、常に生活費、学資金又は
療養費などを送金している場合や日常の起
居を共にしていない親族が、勤務、修学等
の余暇には他の親族のもとで起居を共にし
ている場合には、生計を一にするものとし
て取り扱われます。

※２ 特定扶養親族とは、扶養親族のうち、昭
和5 4年１月２日から昭和6 1年１月１日ま
での間に生まれた人（年齢が1 6歳以上2 3歳
未満の人）のことです。

※３ 老人扶養親族とは、扶養親族のうち、昭
和７年１月１日以前に生まれた人（年齢が
70歳以上の人）のことです。

※４ 同居老親等とは、老人扶養親族のうち、
あなたや配偶者の直系尊属で、あなたや配

偶者との同居を常としている人のことです。
※５　同居特別障害者とは、特別障害者である

扶養親族で、あなたや配偶者、生計を一に
する親族のどなたかとの同居を常としてい
る人のことです。

老人 扶養親族 ※3
（同 居 老 親 等） ※4

老人 扶養親族
（同居老親等以外の人）

93万円

83万円

58万円

48万円

同居特別障
害者　 ※5

左記以外
の 人

一般の扶養親族 73万円 38万円

特定 扶養親族 ※2 98万円 63万円

申告書第一表の所得から差し引かれる金額
「基礎控除」⑮ に控除額3 8万円を書いてくださ
い。

あなたや、平成13年分の合計所得金額（18
ページ参照）が38万円以下の配偶者その他の
親族で生計を一にする（前記（11）※１参照）
人が、災害や盗難、横領によって住宅や家財
などに損害を受けた場合や、あなたが災害等
に関連してやむを得ない支出をした場合に控
除されます。

ただし、書画、骨とう、貴金属、別荘など
の生活に通常必要でない資産の損失について

は、雑損控除は受けられませんが、平成13年
分や平成14年分の譲渡所得から差し引くこと
ができます。

平成1 3年分の合計所得金額が1 , 0 0 0万円以
下の方が災害によって住宅や家財の価額の２
分の１以上に損害を受けた場合には、災害減
免法による税金の減免（27ページ参照）とこ
の雑損控除とのどちらか有利な方を選ぶこと
ができます。

（14）雑損控除

［控除額］
控除額は、次のとおり計算します。

損 害 金 額
（合計）

円 Ａ

申告書第一表の所得から差し引かれる金額
「⑥から⑮までの計」⑯ にこれまで申告書第一
表の所得から差し引かれる金額の⑥から⑮に記
載した金額の合計額を書いてください。

なお、還付申告の方で、申告する所得が年末
調整を受けた給与のみの方は、1 7ページを読ん
でください。



支払った医療費
※1

保険金などで補

てんされる金額
円
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Ｂ

Ａ－Ｂ
（差引損失額）

円

Ｃ

申 告 書 第 一 表

の ⑤ ＋ 退 職 所

得金額 円

Ｄ

Ｄ×0 . 1

円

Ｅ

Ｃ－Ｅ

円

Ｆ

Ｃのうち災害関
連支出の金額※

円

Ｇ

Ｇ － 50,000 円

円

Ｈ

ＦとＨのいずれ
か多い方の金額

円

雑　損
控除額

あなたや生計を一にする（2 1ページ参照）
配偶者その他の親族のために平成13年中に支
払った医療費が一定の金額以上ある場合に控
除されます。

（15）医療費控除

［控除額の計算］
控除額は、次のとおり計算します。

※１　医療費控除の対象となる医療費とは、次
のaやsに当たるものをいいます。

a 次のものの対価のうち、その病状などに
応じて一般的に支出される水準を著しく超
えない部分の金額

①　医師、歯科医師による診療や治療
②　治療、療養のための医薬品の購入
③　病院や診療所、介護老人保健施設、指

定介護老人福祉施設、助産所に収容され
るための人的役務の提供

④　治療のためのあんま・マッサージ・指
圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師な
どによる施術

⑤　保健婦や看護婦、准看護婦、特に依頼

した人による療養（在宅療養を含みます｡）

（合計）

円
Ａ

保険金などで補
てんされる金額

※２ 円

Ｂ

Ａ － Ｂ

円

Ｃ

申 告 書 第 一 表

の ⑤ ＋ 退 職 所

得金額 円

Ｄ

Ｄ × 0.05

円

Ｅ

100,000円とＥの
いずれか少ない
方の金額 円

Ｆ

Ｃ － Ｆ

（最高200万円）

円

医療費
控除額

※　災害関連支出の金額とは、損失の金額のう
ち災害に関連して住宅家財等の取壊し又は除

去などのために支出した金額です。

［申告書の書き方］
申告書第一表の所得から差し引かれる金額

「雑損控除」⑰ に雑損控除額を転記してくださ
い。

申告書第二表の「⑰雑損控除」に損害の原因、
損害年月日、損害を受けた資産の種類などを書
いて、損害金額Ａ、保険金などで補てんされる

金額Ｂ、差引損失額のうち災害関連支出の金額
Ｇを転記してください。

［添付書類等］
この控除を受ける場合には、災害等に関連し

てやむを得ない支出をした金額についての領収
書を添付するか提示しなければなりません。
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上の世話
⑥　助産婦による分べんの介助

（注） 介護保険制度の下で提供される一定のサ
ービスの対価のうち、医療費控除の対象と
なるのは次のとおりです。

○ 指定介護老人福祉施設サービスの対

価（介護費及び食費）として支払った
額の２分の１相当額

○　一定の居宅サービスの自己負担額
s 次のような費用で診療や治療などを受け

るために直接必要なもの
①　通院費用、入院の部屋代や食事代の費

用、医療用器具の購入代や賃借料の費用
で、通常必要なもの

②　義手、義足、松葉づえ、義歯などの購

入の費用
③　身体障害者福祉法、知的障害者福祉法

などの規定により都道府県や市町村に納
付する費用のうち、医師などの診療費用
や①、②の費用に当たるもの

■ご注意１
６か月以上寝たきりの人のおむつ代で、そ

の人の治療をしている医師が発行した「おむ
つ使用証明書」とおむつ代の領収書のあるも

のも、医療費控除の対象となる医療費に含ま
れます。

なお、この「おむつ使用証明書」とおむつ
代の領収書は確定申告書に添付するか、確定
申告書の提出の際に提示する必要があります。

■ご注意２
次のような費用は、医療費控除の対象とな

る医療費になりません。
①　容姿を美化し、容ぼうを変えるなどの目

的で支払った整形手術の費用
② 健康増進や疾病予防などのための医薬品

の購入費
③　人間ドックなどの健康診断のための費用
（ただし、健康診断の結果、重大な疾病が
発見され、引き続き治療を受けるときのこ
の費用は医療費に含まれます。）

④ 親族に支払う療養上の世話の費用
⑤ 治療を受けるために直接必要としない近

視、遠視のための眼鏡や補聴器等の購入費
■ご注意３

医療費は、平成13年中に支払ったものに限
って控除の対象となります。未払いとなって
いる医療費は、実際に支払った年の医療費控
除の対象になります。

※２ 保険金などで補てんされる金額とは 、
次のaからfに当たるものをいいます。

a 社会保険や共済に関する法律やその他

の法令の規定に基づき医療費の支払いの事

所
得
か
ら

差
し
引
か
れ
る
金
額

由を給付原因として支給を受ける給付金
例えば、健康保険法の規定により支給を

受ける療養費や出産育児一時金、配偶者出
産育児一時金、家族療養費、高額医療費な
ど

s 損害保険契約や生命保険契約に基づき医

療費の補てんを目的として支払いを受ける
傷害費用保険金や医療保険金、入院給付金
など

d 医療費の補てんを目的として支払いを受
ける損害賠償金

f 任意の互助組織から医療費の補てんを目
的として支払いを受ける給付金

■ご注意
保険金などで補てんされる金額が確定申告

書を提出するときまでに確定していない場合
には、その補てんされる金額の見込額を支払
った医療費から差し引きます。

後日、補てんされる金額を受け取ったとき
に、その額が見込額と異なる場合には、修正
申告（見込額より受領額の方が多い場合）又
は更正の請求（見込額より受領額の方が少な
い場合）の手続きにより訂正することとなり
ます。

［申告書の書き方］
申告書第一表の所得から差し引かれる金額

「医療費控除」⑱ に医療費控除額を転記してく
ださい。

申告書第二表の「⑱医療費控除」に支払った
医療費の合計額Ａ、保険金などで補てんされる
金額Ｂを転記してください。

［添付書類等］
この控除を受ける場合には、医師などの領収

書等（※）を添付するか提示しなければなりま
せん。なお、医療費の支払先が多い場合や支払
った医療費の額が高額な場合には、医療費の明
細書も添付するか提示してください。
※　健康保険組合等が発行する「医療費のお知

らせ」は、「領収書等」には当たりませんの
で注意してください。
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所
得
か
ら

差
し
引
か
れ
る
金
額

国や地方公共団体、社会福祉法人、認定Ｎ
ＰＯ法人（※1）など特定の団体に支出した寄
付金や特定の政治献金、一定の特定公益信託
の信託財産とするために支出した金銭がある
場合に控除されます。

特定の政治献金のうち政党や政治資金団体
に対するものについては、政党等寄付金特別
控除（26ページ参照）とこの寄付金控除のど
ちらか有利な方を選ぶことができます。

（16）寄付金控除

［控除額の計算］
控除額は、次のとおり計算します。

ださい。
申告書第二表の「⑲寄付金控除」に寄付先の

所在地・名称を書いて、寄付金の合計額Ａ、寄
付金のうち都道府県等への寄付金Ｂを転記して
ください。

［添付書類等］
この控除を受ける場合には、寄付した団体な

どから寄付金の受領証などの交付を受けて添付
するか提示しなければなりません。
※１　特定の公益法人や学校法人などに対する

寄付や一定の特定公益法人の信託財産とす
るための支出については、その法人又は信
託が適格であることなどの証明書又は認定
証の写しも添付するか提示しなければなり

ません。
※２　政治献金については選挙管理委員会等の

確認印のある「寄付金（税額）控除のため
の書類」を添付しなければなりません。

寄　　付　　金
（合計）

円
Ａ

寄付金のうち都
道府県等への寄
付金　　　※２ 円

Ｂ

申 告 書 第 一 表

の ⑤ ＋ 退 職 所

得金額 円

Ｃ

Ｃ×0.25

円

Ｄ

Ａ と Ｄ の い
ず れ か 少 な
い 方 の 金 額 円

Ｅ

Ｅ － 10,000 円

円

寄付金
控除額

（17）所得から差し引かれる金額の合計

※１　認定ＮＰＯ法人に支出した寄付金につい
ては、平成1 3年1 0月1日以後に国税庁長官
に認定を受けた法人に対し、認定の有効期
間内に支出した寄付について対象となりま

す。
※２　寄付金のうち、①都道府県・市区町村に

対する寄付金の額と②あなたの平成1 4年１
月１日現在における住所地の都道府県共同
募金会や日本赤十字社の支部に対する寄付
金の額の合計額を書きます。

［申告書の書き方］
申告書第一表の所得から差し引かれる金額

「寄付金控除」⑲ に寄付金控除額を転記してく

申告書第一表の所得から差し引かれる金額
「合計⑯+!7+!8+⑲」⑳ に、これまで申告書第

一表の所得から差し引かれる金額の⑯から⑲に
記載した金額の合計額を書いてください。



配当控除
の　　額

配当控除
の　　額

課税される
所得金額に
対する税額
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税 　 　 金 　 　 の 　 　 計 　 　 算

（1）課税される所得金額

総所得金額のうちに、内国法人（特定目的

会社及び証券投資法人を除きます。）から支

払いを受ける配当（建設利息や基金利息、確

定申告をしないことを選択した配当を除きま

す｡）や特定株式投資信託及び私募証券投資

信託等の収益の分配に係る配当所得がある場

合には、所定の金額が控除されます。

（3）配当控除

課税される
所得金額

× Ａ－Ｂ
申告書第
一表の@1 円

税
金
の
計
算

（2）課税される所得金額に対する税額

課税される所得金額

1,000円

～3,299,000円

3,300,000円

～8,999,000円

9,000,000円

～17,999,000円

18,000,000円～

Ａ（税率）

10%

20%

30%

37%

Ｂ（控除額）

0円

330,000円

1,230,000円

2,490,000円

［控除額の計算］

控除額は、次のとおり計算します。

配 当 所 得 の 金 額
（申告書第一表の③） 円

Ａ

課税される所得金額
（申告書第一表の @1） ,000円

Ｂ

Ｂの金額が1,000万円以下ですか？

Ａ×0.1
円

Ｂ－1,000万円
円

Ｃ

Ａの金額がＣの金額以下ですか？

配当控除
の　　額

Ａ×0.05
円

Ｅ ＋ Ｆ
円

Ｄ × 0.1
円

Ｆ

Ｃ × 0.05
円

Ｅ

Ａ － Ｃ
円

Ｄ

いいえ はい

いいえ はい

［課税される所得金額に対する税額の計算］

申告書第一表の税金の計算「課税される所得

金額⑤－@0」@1 の金額に税率を乗じた金額が、

課税される所得金額に対する税額です。

下の税額表を参照し、計算してください。

○　平成13年分　所得税の税額表

（

［課税される所得金額の計算］

申告書第一表の税金の計算「課税される所得

金額⑤－@0」@1 に、申告書第一表の⑤の金額か

ら@0の金額を差し引いた金額（1 , 0 0 0円未満の端

数を切り捨てた金額）を書いてください。

※　申告書第一表の⑤の金額から⑳の金額を差

し引いた金額が1 , 0 0 0円未満の場合（赤字の場

合も含みます。）は、記入の必要はありません。

［申告書の書き方］

申告書第一表の税金の計算「上の@1に対する

税額」@2 に課税される所得金額に対する税額を

転記してください。



◎　居住開始が平成11年以後の方
a○×１％　→（最高50万円）

◎　居住開始が平成10年以前の方
a○が2,000万円以下のときは a○×１％、a○が

2 , 0 0 0万円を超えるときは a○×0 . 5％＋1 0万円
→（最高25万円）

◎　居住開始が平成 1 1年1月1日から同年3月
3 1日までの方で経過措置の計算方法を選択し
た方、又は震災被災者の再取得等の方

a○が1,000万円以下のときは a○×２％、a○が
1 , 0 0 0万円を超え2 , 0 0 0万円以下のときは a○×
１％＋1 0万円、a○が 2 , 0 0 0万円を超えるとき
は a○×0.5％＋20万円　→（最高 35万円）
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一定の要件に当てはまる家屋の新築、購入
又は増改築等をして、平成８年１月から平成
1 3年1 2月までの間にあなたが居住した場合

（新築、購入又は増改築等の日から６か月以
内に居住した場合に限ります｡）で、その家
屋の新築、購入又は増改築等のための借入金
等があるなど一定の要件を満たすときに控除
を受けられます。

所得制限等により適用できない場合があり
ますので、詳しくは、「住宅借入金等特別控
除を受けられる方へ」（税務署に用意してい
ます｡）を参照してください。

（4）住宅借入金（取得）等特別控除
特定の政治献金のうち政党や政治資金団体

に対するものについて政党等寄付金特別控除

を受けられます。

なお、その政治献金について寄付金控除

（2 4ページ参照）を受けた場合には、重ねて

この控除を受けることはできません。

詳しくは、「政党等寄付金特別控除を受け

られる方へ」（税務署に用意されています。）

を参照してください。

（5）政党等寄付金特別控除

税
金
の
計
算

住宅借入金

等の年末残

高の合計額

○a

円

居 住 開 始

年 月 日
平 成 　 　 年 　 　 月 　 日

［申告書の書き方］

住宅借入金（取得）等特別控除を受ける方は、

申告書第一表の税金の計算「住宅借入金（取得）

等特別控除」@4 に「住宅借入金（取得）等特別控

除額の計算明細書」（計算明細書を作成する必

要のない方は、次の計算式）で計算した住宅借入

金（取得）等特別控除額を転記してください。

また、申告書第二表の「○　特例適用条文等」

に｢居住開始年月日｣を書いてください。

計算式

［申告書の書き方］

申告書第一表の税金の計算「政党等寄付金特

別控除」@5 に、「政党等寄付金特別控除額の計

算明細書」の⑫の金額を転記してください｡

税金の計算の「上の@1に対する税額」@2 か

ら「配当控除」@3、「住宅借入金（取得）等特別

控除」@4 、「政党等寄付金特別控除」@5 を差

し引いた金額です。

（6）差引所得税額

私募証券投資信託等の収益の分配がある方
は、「私募証券投資信託等に係る配当控除額の
計算書」で計算します。

詳しくは、「私募証券投資信託等に係る配当
控除を受けられる方へ」（税務署に用意してい
ます。）を参照してください。

※　私募証券投資信託等とは、公社債投資信託
及び公募公社債等運用投資信託以外の投資信
託（特定株式投資信託を除きます。）のうち、
特定外貨建証券投資信託と公募投資信託及び
国外公募投資信託以外のものをいいます。

［申告書の書き方］
申告書第一表の税金の計算「配当控除」@3 に

配当控除の額を転記してください。

［申告書の書き方］

差引所得税額が黒字の場合には、申告書第一

表の税金の計算「差引所得税額（@2－@3－@4－

@5）」@6 にそのままの金額を書いてください。

差引所得税額が赤字の場合には、申告書第一

表の税金の計算「差引所得税額（@2－@3－@4－

@5）」@6 に「０」と書いてください。



災 害 減 免 額

円
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定率減税額

災害減免額は、平成13年分の合計所得金額

（1 8ページ参照）が 1 , 0 0 0万円以下の方が災

害により住宅や家財について損害を受け、そ

の損害額（保険金、損害賠償金などで補てん

される部分を除きます。）が、住宅や家財の

価額の２分の１以上の場合に税金の減免を受

けられます。

なお、その損害について雑損控除（2 1ペー

ジ参照）を受けた場合には、重ねてこの減免

を受けることはできません。

（7）災害減免額

税
金
の
計
算

［控除額の計算］

災害減免額は、次のとおり計算します。

差 引 所 得 税 額
（ 申告 書 第 一 表 の @6）

Ａ

Ｂと25万円のいずれか
少 な い 方 の 金 額 円

Ａ×0.2
（赤字のときは０）

円
Ｂ

再 差 引 所 得 税 額
（申告書第一表の @8） 円

Ａ

Ａの金額

円

Ａ×0.5

円

Ａ×0.25 

円

～5,000,000円

5,000,001円
～7,500,000円

7,500,001円
～10,000,000円

合 計 所 得 金 額

その年において納付する外国所得税がある

場合など控除にされます。

（8）外国税額控除

（9）再差引所得税額

（10）定率減税額

「再差引所得税額（ @6－@7）」@8 からその

20％相当額（最高25万円）が控除されます。

［定率減税額の計算方法］

定率減税額は、次のとおり計算します。

［申告書の書き方］

再差引所得税額が黒字の場合には、申告書第

一表の税金の計算「再差引所得税額（@6－@7）」

@8 にそのままの金額を書いてください。

再差引所得税額が赤字の場合には、申告書第

一表の税金の計算「再差引所得税額（@6－@7）」

@8 に「０」と書いてください。

※　外国税額控除を受ける方で、外国所得税の

納付が国外所得の発生した年の翌年となる場

合には、書き方が異なることがあります。詳

しくは、税務署（所得税担当）におたずねく

ださい。

［申告書の書き方］

申告書第一表の税金の計算「災害減免額 外国

税額控除」@7 の外国税額控除の文字を○で囲

み、「外国税額控除に関する明細書」の⑨の金

額を転記してください（災害減免額もある場合

には、合計額を書いてください。）。

税金の計算の「差引所得税額（@2－@3－@4

－@5）」@6 から「災害減免額 外国税額控除」

@7 を差し引いた金額です。

［申告書の書き方］

申告書第一表の税金の計算「定率減税額」@9

に定率減税額を転記してください。

年末調整を受けた給与所得のある方も、「給

与所得の源泉徴収票」の「（摘要）」欄に記載さ

れている「年調定率控除額」でなく、上で求め

た定率減税額を転記してください。

［申告書の書き方］

申告書第一表の税金の計算「災害減免額 外国

税額控除」@7 の災害減免額の文字を○で囲み、

災害減免額を転記してください（外国税額控除

もある場合には、合計額を書いてください。）。



源泉徴収された税額がある場合に控除しま

す。
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税
金
の
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算

（11）源泉徴収税額

［申告書の書き方］

申告書第二表の「○　所得の内訳（源泉徴収

税額）」に所得の種類、種目・所得の生ずる場

所又は給与などの支払者の氏名・名称、収入金

額、源泉徴収税額を、また、「#0源泉徴収税額

の合計額」に源泉徴収税額の合計額を書いてく

ださい。

同じ種類の所得が数多くあるため「所得の内

訳書」を添付する場合には、申告書第二表の

「○　所得の内訳（源泉徴収税額）」には所得の

種類ごとに源泉徴収税額の合計額を書いてくだ

さい。

申告書第一表の税金の計算「源泉徴収税額」

#0 に、申告書第二表の「#0源泉徴収税額の合

計額」を転記してください。

税金の計算の「再差引所得税額@6－@7」@8

から「定率減税額」@9、「源泉徴収税額」#0 を

控除した金額です。

（12）申告納税額

［申告書の書き方］

申告納税額が黒字の場合には、申告書第一表

の税金の計算「申告納税額･納める税金」#1 に

1 0 0円未満の端数を切り捨てた金額を書いてく

ださい。

申告納税額が赤字の場合には、申告書第一表

の税金の計算「申告納税額・還付される税金」

#2 にそのままの金額を書いてください。



申告期限ま
でに納付す
る　金　額円

そ の 他 （ 申 告 書 第 一 表 ）

延
納
の
届
出

（1）配偶者の合計所得金額 33○
配偶者特別控除（2 0ページ参照）の適用を受

ける場合に配偶者の合計所得金額を書いてくだ

さい。

（2）雑所得･一時所得の源泉徴収税額の
合計額 34○
源泉徴収された金額のうち、雑所得、一時所

得の金額に対するものがある場合にその合計額

を書いてください。

（3）未納付の源泉徴収税額 35○
還付申告の方で、支払者において未払いとな

っている収入金額に対する源泉徴収税額のうち、

支払者において納付していない源泉徴収税額を書

きます。

納付されていない源泉徴収税額については、

実際に納付された後、｢源泉徴収税額の納付届

出書｣（税務署に用意しています。）を提出して

還付を受けてください。
そ
の
他

（
申
告
書
第
一
表
）

還
付
さ
れ
る

税
金
の
受
取
場
所

延 　 　 納 　 　 の 　 　 届 　 　 出

確定申告により所得税を納付する場合に、

その所得税額の２分の１以上を３月15日まで

に納付すれば、残額については、５月31日ま

で延納が認められます。なお、延納期間中は

利子税がかかります（６ページ参照）。

Ａ－Ｂ

Ａ × 0.5以 下 の 金 額
（千円未満の端数切捨て）

,000円
Ｂ

申告納税額・納める税金
（ 申 告 書 第 一 表 の #1） 円

Ａ

［延納届出額の計算］

延納届出額は、次のとおり計算します。

還 付 さ れ る 税 金 の 受 取 場 所

（1）銀行等の口座への振込みを希望する場合

申告書の第一表の「還付される税金の受取場

所」に振込みを希望する銀行等の名称（当ては

まる文字を○で囲んでください｡）、口座番号

を書いてください。

また、預金種類欄には、該当する預金種類の

下に○印を、点線に沿って書いてください｡

なお、預金口座は、あなたの名義の口座に限

ります。

（2）郵便局の窓口での受取りを希望する場合

申告書第一表の「還付される税金の受取場所」

に、受取りを希望する郵便局名のみを書いてく

ださい。

（3）通常貯金への振込みを希望する場合

通常貯金（振替預入契約をしているものに限

ります｡）への振込みを希望する場合には、申

告書第一表の「還付される税金の受取場所」に、

受取りを希望する郵便局名に併せて、その通常

貯金の記号番号を書いてください。

なお、貯金口座は、あなたの名義の口座に限

ります。

［申告書の書き方］

申告書第一表の延納の届出「申告期限までに

納付する金額」#6 に申告期限までに納付する金

額を、また、｢延納届出額」#7 にＢを転記して

ください。
29



配当に関す
る住民税の
特　　　例

Ｃのうち国外発
行の株式の配当
所得に係る外国
所 得 税 の 額

確定申告した
配 当 所 得
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住民税に関する事項（申告書第二表）

所得税の確定申告書を提出した方は、改めて

住民税の申告書を提出する必要はありません。

それは、住民税の税額は、所得税の申告書に

記載された所得の金額その他の事項を基に、市

区町村が税額を計算してそれぞれ納税者に通知

することになっているためです。

ただし、次の事項については、所得税と住民

税とでは、その取扱いが異なっているため、申

告書の当てはまる欄に必要な事項を書いてくだ

さい。

なお、所得税の確定申告書を提出する義務の

ない方については、原則として住民税の申告書

を提出する必要がありますが、提出しなくてよ

い場合がありますので、詳しくは、市区町村に

おたずねください。

（1）給与所得以外の住民税の徴収方法の選択

給与所得者が給与以外の所得に対する住民

税を、給与から差し引くことを希望する場合

には、申告書第二表の「給与から差引き」（特

別徴収）の□に✓を、また、給与から差し引

かないで別に納付することを希望する場合に

は「自分で納付」（普通徴収）の□に✓して

ください。

（2）配当に関する住民税の特例

次の計算をした金額を申告書第二表の当て

はまる欄に転記してください。

※　住民税においては、所得税において確定

申告をしないことを選択できる少額配当所

得については、課税されません。また、所

得税で源泉分離課税を選択した配当所得に

ついては、他の所得と総合して課税されま

す。この場合、国外発行の株式に係る配当

所得については、外国所得税の額が控除さ

れます。

（3）非居住者の特例

前年中の非居住者（国内に住所を有しない

方等のことです。）であった期間内に生じた

国内源泉所得の金額のうち所得税で分離課税

された金額を申告書第二表の当てはまる欄に

書いてください。

（4）別居の控除対象配偶者・扶養親族の氏名・住所

控除対象配偶者・扶養親族のうち、別居し

ている人の氏名と住所を書いてください。

円
Ａ

円Ａ－Ｂ＋Ｃ－Ｄ

所得税で源泉分
離課税を選択し
た 配 当 所 得 円

Ｃ

円

Ｄ

Ａのうち確定申
告しなくてもよ
い少額配当所得 円

Ｂ

住
民
税
に
関
す
る
事
項

（
申
告
書
第
二
表
）

切　り　と　り　線

約　　　定
１　預貯金の支払手続きについては、当座勘定規定又は預

貯金規定にかかわらず、私が支払うべき当座小切手の振

出又は預貯金通帳及び預貯金払戻請求書の提出などいた

しません。

２　指定預貯金残高が振替日において、納付書の金額に満

たないときは、私に通知することなく納付書を返却され

ても差し支えありません。

３　この口座振替契約は貴店（組合）が相当の事由により

必要と認めた場合には、私に通知されることなく解除さ

れても異議はありません。

４　この口座振替契約を解除する場合には、私から（納税

貯蓄組合長を経由して）指定した金融機関並びに税務署

あて文書により連絡します。

５　この取扱いについて、仮に紛議が生じても、貴店（組

合）の責によるものを除き、貴店（組合）には、迷惑を

かけません。

（「納付書送付依頼書・預貯金口座振替依頼書」裏面）
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振 替 納 税 の お 申 込 方 法

申告所得税の振替納税をご利用になる場合に

は、下の「納付書送付依頼書･預貯金口座振替

依頼書」を手引きから切り離した上、必要事項

を記入し、預金通帳に使用している印鑑を押し

て金融機関へ提出するか、確定申告書と一緒に

税務署へ提出してください。

既に振替納税をご利用の方は提出の必要はあ

りません。ただし転居等により、申告書の提出

先の税務署が変わった場合には、振替納税継続

の手続が必要となります。

（記載欄の説明）

｢納付書送付依頼書｣

①　宛て先欄

申告書の提出先の税務署名を書いてく

ださい。

②　氏名欄

所得税を納税する方の氏名を記入した

上、印鑑を押してください。

③　対象税目欄

口座振替を利用する税目の□に✓して

ください。

｢預貯金口座振替依頼書｣

④　年月日欄

ご利用申込日を書いてください。

⑤　金融機関名欄

ご利用になる金融機関の名称及び支店

名等を書いてください。

⑥　住所欄

あなたの住所を書いてください。

なお、申告書に記入した住所と異なる

場合には、住所欄の「（申告納税地）」欄

に、申告書記載の住所を書いてください。

⑦　氏名欄

ご利用になる預貯金口座の名義を書い

てください。

⑧　金融機関お届け印欄

金融機関にお届けの印鑑を押してくだ

さい。

⑨　預金の種類・口座番号欄

銀行等をご利用の場合、預金通帳等を

参考に、預金種類、口座番号を書いてく

ださい。

⑩　記号番号（新総合通帳）欄

郵便局をご利用の場合、ご利用の貯金

通帳に記載されている通帳の記号番号を

書いてください。

⑪　対象税目欄

口座振替を利用する税目の□に✓して

ください。

※ その他記載例を参考にしてください。

振替納税は、全国の銀行、信用金庫、信用組

合、農協、漁協及び郵便局でご利用になれます。

銀行等の場合には、普通預金、当座預金、納

税準備預金等が、また、郵便局の場合には通常

貯金がご利用になれます。

※ 定期預貯金及び貯蓄預金等ではご利用にな

れません。

切　り　と　り　線

《記載例》


